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平成 24 年 11 月 14 日 

 

各   位 

 

会 社 名 あかつきフィナンシャルグループ株式会社 

代表者名 代表取締役社長 島 根 秀 明 

（コード ８７３７ 大証第２部） 

問合せ先 取締役財務部長 川 中 雅 浩 

（ T E L  0 3－ 6 8 2 1－ 0 6 0 6） 

 

株式併合の実施に伴う株主優待制度の一部変更に関するお知らせ 

 
 当社は、株式併合の実施予定に伴い、株主優待制度の一部変更について下記のとおり決定いたしま

したので、お知らせいたします。 

 

記 

１．変更の理由 

(1）基準日の変更 

当社は、平成 24 年９月 10 日付「株主優待制度の新設に関するお知らせ」にてお知らせいた

しましたとおり株主優待制度を設けており、また、株主優待制度新設記念として平成 24 年 12

月末に株主優待を実施することとしておりましたが、平成 25 年１月 10 日を効力発生日とする

株式併合（10 株を１株に併合、以下「本株式併合」という。）の実施する計画（※１）であるた

め、株主優待贈呈に係る基準日を変更いたします。 

これは、株式等振替制度の制度上、原則として基準日の前後７営業日の期間に属する日を新

たな基準日とすることができない（※２）こととなっており、当初、株主優待贈呈の基準日と

しておりました平成 24年 12 月 31 日は、本株式併合の実施により新たに基準日を設定できない

期間に該当するため、株主優待贈呈の基準日を平成 25 年１月９日に変更するものであります。 

（※１）本株式併合の詳細につきましては、平成 24 年 11 月６日付「株式併合、単元株式数及

び定款一部変更に関するお知らせ」をご参照下さい。 

（※２）㈱証券保管振替機構「株式等振替制度に係る業務処理要領 第２章 第９節 総株主

通知に係る手続 備考」 

 

(2）単元株式数の変更に伴う株主優待対象となる株主様の変更 

本株式併合の実施に伴い、単元株式数を 1,000 株から 100 株に変更予定であります。そのた

め、株主優待の対象となる株主様を『10 単元（10,000 株）以上の当社株式を保有されている株

主様』としておりましたが、『10 単元（1,000 株）以上の当社株式を保有されている株主様』に

変更するものであります。 

なお、本株式併合及び単元株式数の変更の効力発生日は平成 25 年１月 10 日であるため、平

成 25 年１月９日を基準日とする株主優待制度新設記念の株主優待につきましては、現行の『10

単元（10,000 株）以上の当社株式を保有されている株主様』から変更はございません。 
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２．変更の内容 

(1）基準日の変更 

本株式併合の実施予定に伴い、平成 24 年 12 月末日の株主様を対象とする株主優待を、平成

25 年１月９日の株主様を対象とすることに変更いたします。 

なお、期末（３月末）及び第２四半期（９月末）の株主優待の基準日については、変更ござ

いません。 

 

(2）単元株式数の変更に伴う株主優待対象となる株主様の変更 

株主優待の対象となる株主様を『10 単元（10,000 株）以上の当社株式を保有されている株主

様』から『10 単元（1,000 株）以上の当社株式を保有されている株主様』に変更いたします。 

なお、平成 25 年１月９日を基準日とする株主優待制度新設記念の株主優待につきましては変

更ございません。 

 

 （下線は変更部分を示します。）

現行の内容 変更後の内容 

（対象株主様） （対象株主様） 

平成 24 年 12 月 31 日現在の 10 単元（10,000 株）

以上の当社株式を保有されている株主様 

平成 25 年１月９日現在の 10 単元（10,000 株）

以上の当社株式を保有されている株主様 

毎年３月 31 日現在の 10 単元（10,000 株）以上

の当社株式を保有されている株主様 

毎年３月 31 日現在の 10 単元（1,000 株）以上の

当社株式を保有されている株主様 

毎年９月 30 日現在の 10 単元（10,000 株）以上

の当社株式を保有されている株主様 

毎年９月 30 日現在の 10 単元（1,000 株）以上の

当社株式を保有されている株主様 

 

３．変更の条件 

平成 24 年 12 月 26 日開催予定の臨時株主総会における「株式併合の件」及び「定款一部変更の

件」が承認可決されることを条件としております。 

なお、臨時株主総会で株式併合議案が否決された場合は、新たに株主優待のための基準日を設

定する必要があるため、基準日を平成 25 年１月９日から更に変更することとなります。基準日の

更なる変更の必要が生じた場合は、速やかに開示させていただきます。 

 

以 上 


